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（写真）Shutterstock “ベネズエラ外務省 在ノルウェー・ベネズエラ大使館の閉鎖を発表” 

 

 

２０２５年１０月１３日（月曜） 

 

政 治                     

「コロンビアで野党活動家２名が銃撃受ける 

～政治的理由によるベネ国外での殺人未遂か～」 

「UNCTAD 米国の軍事介入に警戒を表明」 

経 済                     

「国内の銀行取引 ４１％は携帯電話での決済 

～ATM 設置数 １０年前から６０％減～」 

「OPEC ９月産油量は日量１１０．５万バレル」 

社 会                     

「ボリバル州で鉱山崩落 労働者１４人が死亡」 

「マリア・レオンサ信仰 無形文化遺産に指定」 

 

２０２５年１０月１４日（火曜） 

 

政 治                    

「ベネズエラ 在ノルウェー大使館らを閉鎖 

～アフリカ２カ国に新大使館を設置～」 

「米国 麻薬密輸疑惑船を攻撃、６人死亡」 

「アンティグアバーブーダ 米軍駐留を拒否」 

「米 麻薬取り締まりで墨政治家のビザ大量停止」 

経 済                    

「ナフサ輸入先 米国からロシアにシフト」 

「米国控訴裁 Helmerich & Payne の主張を支持」 

社 会                     

「韓国レストラン DinDin 今週末で閉店」 
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２０２５年１０月１３日（月曜）             

政 治                       

「コロンビアで野党活動家２名が銃撃受ける      

 ～政治的理由によるベネ国外での殺人未遂か～」       

 

１０月１３日午後 コロンビアの首都ボゴタにてベネ

ズエラ人人権活動家の Yendri Velásquez 氏と政治コン

サルタントの Luis Peche Arteaga 氏が何者かに銃撃さ

れ、重傷を負った。 

 

現地警察は、事件を計画的な襲撃とみて捜査を進めてい

る。 

 

事件が起きたのはボゴタ北部の高級住宅街ウサケン地

区。現地時間午後３時頃、２人が建物を出て車に向かっ

たところ、別の車両から少なくとも１５発の銃弾が発射

された。ぺチェ氏は６発を受け、ベラスケス氏も脚部と

腕に被弾した。 

 

犯行後、加害者の車は逃走したが、その後ボゴタ西部の

Suba 地区で逃走時に使用された車が発見され、内部か

ら拳銃数丁と弾薬が押収された。警察は引き続き容疑者

の行方を追っている。 

 

被害者の Velásquez 氏は、LGBTQ＋の権利保護を訴え

る活動で知られ、近年はベネズエラ国内の人権侵害を国

際社会に訴えてきた人物。２０２４年にマイケティア国

際空港で一時拘束されるなど、マドゥロ政権と敵対的な

関係にあった。 

 

また、Luis Peche 氏は野党関係者や市民団体の政治戦略

を支援してきたコンサルタント。ベネズエラ国会に助言

していた人物でもあり、政治的立場を理由に迫害・抑圧

を受ける懸念があるとして、２０２４年からコロンビア

へ亡命していた。 

 

現時点で両名が銃撃された理由は定かではないが、政治

的な理由による暗殺未遂事件の可能性が報じられてい

る。 

 

ベネズエラ野党の支持者や人権団体は、事件を「国外に

及ぶマドゥロ政権の脅し」と非難。野党指導者マリア・

コリナ・マチャド氏の側近も SNS で「言論の自由を封

じる試みだ」と投稿した。 

 

これに対し、コロンビア警察は「現段階で政治的背景と

断定するのは時期尚早」として、犯罪組織による襲撃の

可能性も含め慎重に捜査を進める方針を示している。 

 

本件に関する直近の捜査進捗に関して、事件現場付近の

防犯カメラに、黒い SUV 車が短時間停車し、2 人を待

ち伏せしていた様子が映っていたという。 

捜査関係者によると、使用された銃は半自動拳銃で、専

門的な訓練を受けた犯行グループの関与が疑われてい

る。 

 

 

（写真）Al Navio 

“左が Luis Peche Arteaga 氏、右が Yendri Velásquez 氏” 

 

なお、２０２４年３月にはチリでベネズエラ人亡命者の

Ronald Ojeda Moreno 氏が殺害された（「ウィークリー

レポート No.345」）。 
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Moreno 氏の殺害は、犯罪組織「Tren de Aragua」のメ

ンバーによるもので、マドゥロ政権ナンバー２と言われ

るディオスダード・カベジョ内務司法相が殺害を指示し

た可能性が疑われており、チリで捜査が行われている。 

 

今回の事件が、マドゥロ政権によるベネズエラ国外での

第２の暗殺未遂関与事件として取り上げられる可能性

がある。 

 

「UNCTAD 米国の軍事介入に警戒を表明」         

 

１０月１３日 次期国連事務局長の候補者として名前

が挙がっている Rebeca Grynspan「国連貿易開発会議

（UNCTAD）」事務局長は、トランプ政権によるカリブ

海での麻薬取り締まりオペレーションとベネズエラへ

の軍事侵攻の可能性について懸念を表明した。 

 

「この地域が常に軍事侵攻に反対の立場を取ってきた

ことは間違いない」 

「現在もこの地域の立場は変わっていないと考えてお

り、（トランプ政権がベネズエラへ軍事侵攻をするとす

れば）それはラテンアメリカ地域を極めて不安定化させ

る事由になると考えている」 

「政治不安は経済を混乱させることになる」 

「ラテンアメリカ諸国は、先行きの政治的な不安感を解

消する必要がある」 

とコメント。政治不安の高まりが経済に悪影響を与える

可能性について警鐘を鳴らした。 

 

また、「国際貿易にはイデオロギーの相違は存在しない」 

「原産地規則や技術基準について合意努力を行うこと

で、地域の統合が実現できる」とコメント。 

 

経済取引が深化することで地域の関係が安定するとの

見解を示した。 

 

 

経 済                        

「国内の銀行取引 ４１％は携帯電話での決済     

   ～ATM 設置数 １０年前から６０％減～」           

 

「ベネズエラ金融機関連合会（Asobanca）」の Pedro 

Pacheco Rodríguez 代表は、国内の銀行取引の４１％が

携帯決済で行われていると発表した。 

 

Pacheco 代表によると、この５年で携帯決済が急激に普

及しており、２０２０年時点では取引全体の２１．６％

に留まっていたが、現在は銀行取引の４割超を占めるま

でに成長したという。 

 

また、Pacheco 代表は銀行取引における構成について、

９８％は電子あるいはデジタル媒体を通じて処理され

ており、支店窓口などの対面取引は２％未満にまで低下

していると補足。 

 

「もはや人々が支店に行くことはほとんどなく、ゆえに

銀行の窓口職員は減少傾向にある」と語った。 

 

電子・デジタル媒体を通じた決済の増加は、インフレと

紙幣不足に伴う現金決済の減少に由来する。 

 

現金決済の減少により、ベネズエラ国内の ATM の設置

台数も減少傾向にある。 

 

ベネズエラ中央銀行の統計によると、２０２５年６月時

点で、ベネズエラ国内で稼働している ATM の台数は３

９９２台。 

 

１０年前の２０１５年には１０４２９台の ATM が稼

働していたことを考えると１０年前と比べて６１．７％

減ということになる（次ページの表参照）。 
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なお、２０２５年６月時点の ATM の台数（３９９２台）

のうち、１０５９台の ATM は国営銀行「Banco de 

Venezuela (BDV)」が保有している。 

 

BDV に次いで ATM の保有台数が多いのは「Mercantil

銀行」で５８７台。３番目は「Banco Digital de los 

Trabajadores（BDT）」が４３１台となっている。 

 

また、Pacheco 代表は ATM の設置数が減少している要

因として、現金決済の減少に加えて、「保守整備が困難

であること」も挙げている。 

 

ATM 端末の部品やソフトウェアは輸入に依存している

が、外貨不足や為替変動の問題によりメンテナンスが困

難になっており、ATM 減少の要因になっていると補足

した。 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

「OPEC ９月産油量は日量１１０．５万バレル」                  

 

OPEC は、加盟国の２５年９月の産油量を更新した。 

 

ベネズエラ石油省が OPEC に報告した９月の産油量は、

先月から日量８０００バレル増えて日量１１０．５万バ

レル。 

 

 

 

OPEC の第３者専門家の調べによる９月のベネズエラ

産油量は先月比で日量２．７万バレル増の日量９６．７

万バレル（暫定値）だった。 

 

 

（写真）OPEC “Monthly Oil Market Report” 

 

社 会                        

「ボリバル州で鉱山崩落 労働者１４人が死亡」           

 

１０月１３日 ベネズエラ南部ボリバル州 Roscio 市の

El Callao 地域で金鉱「Cuatro Esquinas de Caratal」が崩

落し、少なくとも１４人が死亡した。 

 

崩落前日、El Callao 地域は豪雨に見舞われていた。 

 

崩落事故は複数の坑道で発生しており、浸水・土砂崩れ

が原因と見られている。救助隊は坑道の排水作業を行い

ながら被害者の捜索を続けているという。 
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この鉱山地域では非公式な零細採掘業者が多い。 

 

これらの非公式の採掘業者は安全基準やインフラ整備

が不十分なケースが多く、十分な安全対策が取られてい

なかった可能性が指摘されている。 

 

 

（写真）Al Navio 

 

「マリア・レオンサ信仰 無形文化遺産に指定」                  

 

１０月１２日 マドゥロ政権の Ernesto Villegas 文化相

は、ベネズエラの民間信仰の１つ「マリア・レオンサ信

仰」を無形文化遺産に登録すると発表。 

 

この登録を通じて、伝統的宗教儀礼と国民の文化的アイ

デンティティを強調する姿勢を示した。 

 

マリア・レオンサは伝承で伝えられている人物で、実在

したかどうかは不明。 

 

伝承によると、ヤラクイ州の先住民の長の娘で、川辺で

巨大な蛇に襲われ、飲み込まれたが、ヤラクイ州のソル

テ山の一部となり、自然と死霊の世界を結びつける神の

ような存在になったとして崇められている。 

 

巡礼者が山岳地帯ソルテ（Sorte、ヤラクイ州近辺）へ集

まる慣習があり、特に１０月１２日が巡礼者のピークに

なる。 

 

カラカスの主要道路にマリア・レオンサ像が立っており、

マイケティア国際空港からカラカスに移動する際には、

マリア・レオンサ像の前を通過するので、見たことがあ

る人は多いだろう。 

 

マリア・レオンサ像は、ベネズエラ人の美的イメージを

象徴していると言われている。 

 

 

（写真）El Oriental de Monagas 

 

２０２５年１０月１４日（火曜）              

政 治                       

「ベネズエラ 在ノルウェー大使館らを閉鎖       

     ～アフリカ２カ国に新大使館を設置～」        

 

１０月１３日 マドゥロ政権は、在ノルウェー・ベネズ

エラ大使館および在オーストラリア・ベネズエラ大使館

を閉鎖すると発表。 

 

同時にアフリカのジンバブエおよびブルキナファソに

新たに自国の大使館を設置すると発表した。 

 

マドゥロ政権は、大使館の閉鎖および新設について 

「グローバルサウスの同盟関係を発展させると同時に

戦略的な資源の再配置を行う」と説明している。 
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マドゥロ政権の声明によると、ノルウェーおよびオース

トラリアでの領事サービスは、他国のベネズエラ外交施

設が兼任するという。ただし、現時点で兼任する領事館

は発表されておらず、「近日中に発表する予定」となっ

ている。 

 

また、マドゥロ政権は、今回の決定について 

「国家主権を守る意志の表明」であり、「アフリカとの

外交的連携を強めることで、農業・エネルギー・教育・

鉱業などの分野での協力プロジェクトを強化するため」

と説明している。 

 

オーストラリア大使館の閉鎖を決めた要因は定かでは

ないが、ノルウェー大使館が閉鎖に至った理由は、マリ

ア・コリナ・マチャド氏（MCM）のノーベル平和賞受

賞が要因になった可能性が高い。 

 

ノーベル平和賞は、ノルウェーの「ノルウェー・ノーベ

ル委員会」によって選考される。 

 

ノーベル平和賞の選定プロセスは、非公式ではあるが、

政治的な思惑に左右され、ノルウェー政府は一定の影響

力を持つとされる。 

 

在ノルウェー・ベネズエラ大使館の閉鎖は、ノルウェー

政府への抗議の意思を込めた決定と思われる。 

 

ノルウェーはこれまで、ベネズエラの与野党対話の仲介

役を担ってきた国だが、MCM 氏にノーベル平和賞を授

与したことで、マドゥロ政権から中立性を疑問視された

ことになる。 

 

なお、ノルウェー政府は、今回の大使館閉鎖を遺憾とす

る声明を出しつつ、対話継続の意志を示している。 

 

 

 

 

「米国 麻薬密輸疑惑船を攻撃、６人死亡」           

 

１０月１４日 米国のトランプ大統領は、カリブ海にて

新たに麻薬密輸船を攻撃したと発表。船舶に乗っていた

６人が死亡したと説明した。 

 

トランプ大統領は、自身のソーシャルメディア・アカウ

ントにて 

「今朝、戦争長官は、米国南部軍の責任下によるベネズ

エラ湾岸の領域において、麻薬を密輸していたテロ組織

の船舶に致命的な攻撃を与えた」 

「攻撃は国際海域で実行され、船舶に乗っていた６人の

ベネズエラ人麻薬密輸犯が死亡した」「米国軍には被害

はなかった」と発表した。 

 

また、実際に船舶を爆破した瞬間の動画も投稿されてい

る。 

 

直近で米国軍が麻薬密輸船の攻撃を発表したのは、１０

月３日。約２週間ぶりに新たな攻撃が行われたことにな

る。 

 

今回の攻撃により、これまでに少なくとも６隻の船舶が

米国軍により爆撃され、２７人が死亡したことになる。 

 

 

（写真）トランプ大統領 Truth Social 
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「アンティグアバーブーダ 米軍駐留を拒否」            

 

１０月１４日 カリブ海の島国アンティグアバーブー

ダの Gaston Browne 首相は、「我が国は、どこかの国の

軍を自国に駐留させることに一切の関心はない」「我が

国は全ての国の友人であり、誰の敵でもない」「我々は

外国の軍事基地が一切ないことにとても満足している」

と発言。米国軍の駐留を拒否する姿勢を暗に示した。 

 

Browne 首相は、米国南部軍の Alvin Holsey 総督がアン

ティグアバーブーダを訪問した日にこの発言をしてお

り、実質的に米国軍の駐留を拒否したと言える。 

 

なお、Alvin Holsey 総督は、アンティグアバーブーダへ

の訪問理由について「海洋安全の協力体制を深化させ、

国際犯罪組織との闘いを強化するため」と説明していた。 

 

アンティグアバーブーダは、歴史的にマドゥロ政権と友

好的な関係を築いている国の１つである。 

 

米国軍はグレナダにも米国軍の人員・軍事機材の一時 

配置を要請していた（「ベネズエラ・トゥデイ No.1281」）。 

 

「米 麻薬取り締まりで墨政治家のビザ大量停止」            

 

１０月１４日 トランプ政権は少なくとも５０人のメ

キシコ政治家のビザを取り消した。 

 

今回のビザ取消の理由について、「麻薬カルテルの取り

締まりの一環」と説明している。 

 

取消対象となった５０人超の人物の具体的な名前は明

らかになっていないが、メキシコの Sheinbaum 現大統

領が所属する左派政党「Morena」の政治家も含まれて

いるという。 

 

 

ただし、１０月１４日の朝の記者会見で Sheinbaum 大

統領は、「米国国務省から正式な報告を受けていない」

「現在、ビザがはく奪された理由を把握するためｍ米国

政府へ本件に関する情報提供を要請している」「現時点

ではコメントは控える」とコメントした。 

 

トランプ大統領は、カリブ海での麻薬取り締まりオペレ

ーションの成果を強調しており、第２フェーズについて 

「海路での麻薬流入は止まった」「次は陸路を見なけれ

ばならない」「彼らは陸路での密輸を余儀なくされてい

るからだ」と言及している。 

 

この発言を理由に「ベネズエラ国内への軍事侵攻」の可

能性が騒がれているが、この発言をそのまま理解すれば、

米国と陸続きのメキシコ国境での取り締まりを連想さ

せる。 

 

トランプ大統領の言及する「第２フェーズ」が何を意味

するのかは不明だが、対象がメキシコに移る可能性も否

定できないだろう。 

 

経 済                       

「ナフサ輸入先 米国からロシアにシフト」            

 

ベネズエラは、石油生産に不可欠なナフサの主要供給国

を、これまでの米国からロシアへと切り替えたことが明

らかになった。 

 

２０２５年９月時点で、ロシアからの輸入量は ６９０

００バレル／日に達し、米国からの輸入は実質的にゼロ

となっているという。 

 

この変化は、米国がベネズエラに対する石油・関連製品

の規制を強化し、これまで認められていたナフサの供給

許可を撤廃したことが背景にある。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/683be544e3ad17abf400d0fc40a0b7a0.pdf
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米国からのナフサの輸出は、今年 3 月以降事実上中断さ

れており、代替供給元を模索していたベネズエラはロシ

アとの取引を拡大させた。 

 

ナフサは、主にベネズエラの「重質原油／超重質原油」

を希釈し、輸送可能な形にするために不可欠な資材であ

る。 

 

現地経済系メディア「Bancaynegocios」によると、２０

２５年８月時点でロシアからのナフサ輸入は約４９０

００バレル／日だったが、９月には６９０００バレル／

日にまで増加した。 

 

ロシアは過去６年、ベネズエラに対してほとんどナフサ

を輸出していなかったという。 

 

「米国控訴裁 Helmerich & Payne の主張を支持」         

 

米国コロンビア D.C.控訴裁判所は、オクラホマ州タル

サに本社を置く「Helmerich & Payne (H&P)」が PDVSA

を相手取り訴えた訴訟の主要部分を支持した。 

 

これにより PDVSA は訴訟の棄却を求める動きが阻止

されることになる。 

 

この訴訟は、２００９年にベネズエラ政府が H&P 所

有の 11 基の掘削プラットフォームを接収（国有化）し

たことを巡る争いに発端を持つ。 

 

PDVSA は未収金およそ９０００万ドルの債権を理由

に接収を正当化したが、H&P はこれを国際法違反の不

当な収用（間接的接収）と主張し、２０１０年に訴訟を

起こしていた。 

 

今回の判定により、H&P は訴訟を継続できる法的根拠

を確保し、補償請求を継続することになる。 

 

社 会                        

「韓国レストラン DinDin 今週末で閉店」           

 

現地メディア「El Estimulo」は、日本人駐在員にとって

非常になじみ深いロス・パロス・グランデスにある韓国

レストラン「Din Din」が今週末で閉店すると報じた。 

 

閉店後、別の場所でレストランを再開するのかなど今後

については不明。 

 

「Din Din」は２００７年にオープンした。 

当初はデリバリー専門店だったが、ロス・パロス・グラ

ンデスに店舗を設けてレストランの営業を正式に開始

したという。 

 

韓国企業・外交官はもちろんアジア系の駐在員らが多く

同店舗を利用していた。筆者にとってもなじみ深いレス

トランで閉店は残念なニュースである。 

 

 

（写真）El Estimulo 

 

以上 


